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旧 新 変更の理由 
 

- 1 - 

 

 

原子力事業者防災業務計画 

 

（平成１２年１２月） 

修正 平成１３年１０月 

修正 平成１４年 ９月 

修正 平成１５年 ９月 

修正 平成１６年 ９月 

修正 平成１７年 ９月 

修正 平成１８年 ９月 

修正 平成１９年 ９月 

修正 平成２０年 ９月 

修正 平成２１年 ９月 

修正 平成２２年 ９月 

修正 平成２３年 ９月 

修正 平成２４年 ９月 

修正 平成２５年 ３月 

修正 平成２５年１２月 

修正 平成２７年１２月 

修正 平成２９年 １月 

修正 平成２９年１０月 

修正 平成３０年 ３月 

修正 平成３１年 ３月 

修正 令和 元年１０月 

修正 令和 ２年１０月 

修正 令和 ３年１０月 

  

東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 
 

 

 

 

原子力事業者防災業務計画 
 

（平成１２年１２月） 

修正 平成１３年１０月 

修正 平成１４年 ９月 

修正 平成１５年 ９月 

修正 平成１６年 ９月 

修正 平成１７年 ９月 

修正 平成１８年 ９月 

修正 平成１９年 ９月 

修正 平成２０年 ９月 

修正 平成２１年 ９月 

修正 平成２２年 ９月 

修正 平成２３年 ９月 

修正 平成２４年 ９月 

修正 平成２５年 ３月 

修正 平成２５年１２月 

修正 平成２７年１２月 

修正 平成２９年 １月 

修正 平成２９年１０月 

修正 平成３０年 ３月 

修正 平成３１年 ３月 

修正 令和 元年１０月 

修正 令和 ２年１０月 

修正 令和 ３年１０月 

 修正 令和 ４年１０月 

 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力技術研究所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正月追加 
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（中略） 

別図第 ３ 法律第１０条第１項に基づく通報箇所及び警戒事態発令時の連絡箇所 

 

 

 

 

（中略） 

別図第 ３ 法律第１０条第１項に基づく通報箇所及び警戒事態発令時の連絡箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織名称の変更 

組織名称の変更 

 

 

 

 

 

組織名称の変更 

 

 

 

組織名称の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　内閣官房 

　　（内閣情報集約センター）

　内閣官房 

　（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付）

　内閣府　

　　政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付

　国土交通省

　　総合政策局　技術安全課

　国土交通省　（事業所外運搬：陸上）
　　自動車局　環境政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：海上）
　　海事局　検査測度課

　国土交通省　海上保安庁　横浜海上保安部
　　川崎海上保安署　救難課

◎原子力規制委員会　原子力規制庁
　　緊急事案対策室

◎原子力規制委員会　原子力規制庁　
　　川崎原子力規制事務所

◎神奈川県　くらし安全防災局
　　総務危機管理室

　神奈川県　警察本部
　　警備部　危機管理対策課

　神奈川県　川崎臨港警察署
　　警備課

◎川崎市　総務企画局
　　危機管理室

　川崎市　消防局
　　警防部　指令課

　川崎市　臨港消防署
　　警防課

　厚生労働省　労働基準局
　　川崎南労働基準監督署　安全衛生課

　浮島共同防災協議会

　　事務局

◎東京都　総務局

　　総合防災部　防災計画課

　大田区

　　総務部　防災危機管理課　計画担当

　警視庁　

　　警備部　災害対策課

　東京消防庁

　　総合指令室

：原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報先等
（ファクシミリ送信及び電話によるファクシミリ着信の確認）

：ファクシミリ送信

◎ ：警戒事態発令時の連絡先

　内閣府（内閣総理大臣）
（通報先:原子力災害対策・核物質防護課と同じ）

原子力技術研究所
原子力防災管理者

　内閣官房 

　　（内閣情報集約センター）

　内閣官房 

　（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付）

　内閣府　

　　政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付

　国土交通省

　　総合政策局　技術政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：陸上）
　　自動車局　技術・環境政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：海上）
　　海事局　検査測度課

　国土交通省　海上保安庁　横浜海上保安部
　　川崎海上保安署　救難課

◎原子力規制委員会　原子力規制庁
　　緊急事案対策室

◎原子力規制委員会　原子力規制庁　
　　川崎原子力規制事務所

◎神奈川県　くらし安全防災局
　　防災部　危機管理防災課

　神奈川県　警察本部
　　警備部　危機管理対策課

　神奈川県　川崎臨港警察署
　　警備課

◎川崎市　危機管理本部
　　危機管理部

　川崎市　消防局
　　警防部　指令課

　川崎市　臨港消防署
　　警防課

　厚生労働省　労働基準局
　　川崎南労働基準監督署　安全衛生課

　浮島共同防災協議会

　　事務局

◎東京都　総務局

　　総合防災部　防災計画課

　大田区

　　総務部　防災危機管理課　計画担当

　警視庁　

　　警備部　災害対策課

　東京消防庁

　　総合指令室

：原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報先等
（ファクシミリ送信及び電話によるファクシミリ着信の確認）

：ファクシミリ送信

◎ ：警戒事態発令時の連絡先

　内閣府（内閣総理大臣）
（通報先:原子力災害対策・核物質防護課と同じ）

原子力技術研究所
原子力防災管理者
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別図第 ４ 法律第１０条第１項の通報以降の社外との報告・連絡箇所 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

別図第 ４ 法律第１０条第１項の通報以降の社外との報告・連絡箇所 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織名称の変更 

組織名称の変更 

 

 

 

 

 

 

組織名称の変更 

 

 

組織名称の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　内閣府（内閣総理大臣）

（通報先:原子力災害対策・核物質防護課と同じ）

　内閣官房

　（内閣情報集約センター）

　内閣官房

　（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付）

　内閣府

　　政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付

　国土交通省

　　総合政策局　技術安全課

　国土交通省　（事業所外運搬：陸上）

　　自動車局　環境政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：海上）

　　海事局　検査測度課

　国土交通省　海上保安庁　横浜海上保安部

　　川崎海上保安署　救難課

　原子力規制委員会　原子力規制庁

　　緊急事案対策室　

　原子力規制委員会　原子力規制庁　

　　川崎原子力規制事務所

　神奈川県　くらし安全防災局

　　総務危機管理室　（神奈川県災害対策本部）※

　神奈川県　警察本部

　　警備部　危機管理対策課

　神奈川県　川崎臨港警察署

　　警備課

　川崎市　総務企画局　危機管理室

　　　　　（川崎市災害対策本部）※

　川崎市　消防局

　　警防部　指令課

　川崎市　臨港消防署

　　警防課

　厚生労働省　労働基準局

　　川崎南労働基準監督署　安全衛生課

　浮島共同防災協議会

　　事務局

　東京都　総務局　総合防災部　防災計画課　

　　　　　（東京都災害対策本部）※

　大田区

　　総務部　防災危機管理課　計画担当

　警視庁　

　　警備部　災害対策課

　東京消防庁

　　総合指令室

：原子力災害対策特別措置法第２５条第２項に基づく応急措置の報告先等

（ファクシミリ送信及び電話によるファクシミリ着信の確認）

：ファクシミリ送信

　　　　　　　※ 災害対策本部等が設置されている場合に限る

  原子力技術研究所
  原子力災害対策本部

　内閣府（内閣総理大臣）

（通報先:原子力災害対策・核物質防護課と同じ）

　内閣官房

　（内閣情報集約センター）

　内閣官房

　（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付）

　内閣府

　　政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付

　国土交通省

　　総合政策局　技術政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：陸上）

　　自動車局　技術・環境政策課

　国土交通省　（事業所外運搬：海上）

　　海事局　検査測度課

　国土交通省　海上保安庁　横浜海上保安部

　　川崎海上保安署　救難課

　原子力規制委員会　原子力規制庁

　　緊急事案対策室　

　原子力規制委員会　原子力規制庁　

　　川崎原子力規制事務所

　神奈川県　くらし安全防災局

　　防災部　危機管理防災課　（神奈川県災害対策本部）※

　神奈川県　警察本部

　　警備部　危機管理対策課

　神奈川県　川崎臨港警察署

　　警備課

　川崎市　危機管理本部　危機管理部

　　　　　（川崎市災害対策本部）※

　川崎市　消防局

　　警防部　指令課

　川崎市　臨港消防署

　　警防課

　厚生労働省　労働基準局

　　川崎南労働基準監督署　安全衛生課

　浮島共同防災協議会

　　事務局

　東京都　総務局　総合防災部　防災計画課　

　　　　　（東京都災害対策本部）※

　大田区

　　総務部　防災危機管理課　計画担当

　警視庁　

　　警備部　災害対策課

　東京消防庁

　　総合指令室

：原子力災害対策特別措置法第２５条第２項に基づく応急措置の報告先等

（ファクシミリ送信及び電話によるファクシミリ着信の確認）

：ファクシミリ送信

　　　　　　　※ 災害対策本部等が設置されている場合に限る

  原子力技術研究所
  原子力災害対策本部
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様式に年月日時分を追加 

 

様式に特定事象選択を追加 
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様式に年月日時分を追加 

 

様式に特定事象選択を追加 
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様式に特定事象選択を追加 
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様式第７の２ 

 

 

 

 

様式第７の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式に特定事象選択を追加 
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様式に年月日時分を追加 

 

様式に警戒事態該当事象選択を追加 
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（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式に年月日時分を追加 

 

様式に警戒事態該当事象選択を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式に添付書類有無欄を追加 

 

 


